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ことが必要で

に向けて具体

い公共の担い

体的に支援」

の提案の中で

入等が記載さ

携し、資金供

。 

新成長戦略

会的企業、Ｎ

を円滑化する

の趣旨 

共」は、従来

できなかった

、体制が構築

かく応えるサ

人ひとりの居

、上記社会を

みを試行する

ルダー・プロ

ー・プロセス

ロセスを指し

する円卓会議

費者団体、労

多様な担い手

本取り組み

や民間の中に

形で再編集し

平成 22 年 6月

独占してきた領

である。国民

体的な方策を

い手を、企業

するとした

で、ＮＰＯ等

され、政府と

供給や活動基盤

（平成 22 年

ＮＰＯ等に対

るため、規制

来は官が独占

た領域を官民

築されたもの

サービスが、

居場所と出番

を実現するた

ることを通し

2

ロセス 

スとは、多様

し、国際社会

」（平成 21 年

労働組合、金

手が、「協働

みの地域への

にあった人々

、人々や地域

月 4日、第 8

領域を「新

民がその意志

をとることを

業による社会

た。また、同

等への少額金

としても、Ｎ

盤の面から一

6 月 18 日閣

対する資金供

制・制度や税

占してきた領

民協働で担う

の。｢新しい公

市民、ＮＰ

番があり、人

ために、行政

して、｢新しい

なステークホ

会の多様な場

年３月設立）

金融セクター

の力」で問題

の展開が求め

々の支え合い

域の絆を作り

8回「新しい

しい公共」に

志を持つとと

望む」とあり

会的取り組み

同円卓会議で

金融制度の拡

ＮＰＯ等の新

一体的に支援

閣議決定）に

供給を確保す

税制の改革を

領域を｢公（お

うなど、市民

公共」がめざ

Ｏ、企業等に

人に役立つ幸

が独占してき

い公共」の担

ホルダーが対

面で活用され

）において提

ー、ＮＰＯ・

題解決に当た

められている

いと活気のあ

直すことが

い公共」円卓

に開き、その

もに、政府が

り、政府の取

と連携し、資

では、「新しい

充、委託業務

新しい公共の

援する方策を

において、「起

することが不

を進める」と

おおやけ）」

民、ＮＰＯ、企

ざす社会は、

によりムダの

幸せを大切に

きた領域を｢

担い手となる

対等な立場で

れてきた。我

提唱されてお

ＮＧＯ、専

たるための

る。 

ある社会であ

が求められて

卓会議とりま

のことで国民

が「国民が決

取り組みとし

資金供給や活

い公共」宣言

務における概

の担い手につ

を検討すると

起業や新規参

不可欠」「ＮＰ

している。

に開いたり

企業等がとも

国民の多様

のない形で提

にする社会で

｢公（おおやけ

るＮＰＯ等の

で参加

我が国

おり、

専門家、

「新し

る「公

いる。 

とめ)

民の選

決める

て「Ｎ

活動基

言と合

概算払

いて、

とした

参入を

ＰＯ等

 

り、官

もに支

様なニ

提供さ

ある。 

け）」

の自立



 

的活

ま

協働

革

 

支

整備

が進

ま

期待

「新

な

セス
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支

「新

地域

 

 5-1

(1)

的

み

 

(2)

に

 

(3)

 

 5-2

 

(1)

テ

活動を後押し

また、あわせ

働の考え方、

も促す。 

支援事業の実

備され、ボラ

進むことによ

また、モデル

待でき、地域

新しい公共」

なお、本支援

ス及びその結

支援事業の

支援事業を通

新しい公共」

域における雇

実施に当た

) 「新しい

的活動を間接

みが定着する

) 支援事業

による官民協

) 支援事業

るＮＰＯ等は

ＰＯ等の創意

実施に当た

) 支援事業

ティア・コー

しし、「新し

せて、地方自

、契約のあり

実施により、

ランティアネ

より、ＮＰＯ

ル事業により

域の課題解決

」が目指す社

援事業は、新

結果により、

の実施に

通じて、「新

」の拡大と定

雇用や参加の

たっての 3

い公共」の担

接的に後押し

るまでの、2

業の選定など

協働の取り組

業の選定過程

は、報告と情

意工夫に富ん

たっての基

業の実施に当

ーディネータ

しい公共」の

自治体がＮＰ

り方などを見

ＮＰＯ等に

ットワーク

Ｏ等の活動が

り、サービス

決や価値創造

社会に向けて

新しい公共の

新しい公共

当たって

新しい公共」

定着を図る。こ

の場の拡大に

原則 

担い手が行政

しすることを

2年間の暫定

どを行う運営

組みとして、

程は可能な限

情報開示の徹

んだ企画、提

基本的考え方

たっては、

ター等の育成

3

の拡大と定着

ＰＯ等に「公

見直し、「新

にとっては、寄

や情報提供

が自立・定着

スやコストな

造につながる新

て、更なる進

の推進施策の

共の理念を体

ての基本コ

の担い手と

これにより、公

に資する。

に過度に依存

を基本とする

定的な対応と

委員会は、市

公平性を確

り開示し、透

徹底により、

提案等を取り

方 

一過性のＰ

成、寄附を仲

着を図ること

公」を開くた

新しい公共」に

寄附や融資を

などの人的又

着していく。

どの改善効果

新しい取り組

進展につなげ

中核をなす

体現するもの

コンセプト

なるＮＰＯ

公的な財やサ

存することが

る。なお、支援

する。 

市民、ＮＰＯ

確保する。

透明性を確保

市民等の監

り入れ、運用

Ｒやイベン

仲介する市民

ととする。 

ための職員の

に対する地方

を受けやすい

又は技術的な

 

果や、他事業

組みを評価・

げることがで

ものであり、

のである。 

ト 

等の自立的

サービスの効

がないよう、

援事業は地域

Ｏ、企業等の

保するととも

視と評価を受

用できる仕組

ト等よりは、

民ファンドの

の意識づけ・

方自治体の意

い環境が構造

な活動基盤の

業への波及効

・普及するこ

できる。 

、事業実施の

的活動を後押

効率的な提供

ＮＰＯ等の

域における取

の多様なメン

もに、支援を

受ける。また

組みとする。

むしろ、ボ

の新設・強化

啓発、

意識改

造的に

の整備

効果が

とで、

のプロ

しし、

供と、

の自立

取り組

ンバー

を受け

た、Ｎ

 

ボラン   

化等、

 



 

置

対

業

 

(2)

分

(3)

要

(4)

に

係

 

(5)

創

連

 

(6)

み

(7)

の

 

(8)

携

な
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新

ＮＰＯ等の支

置く。このた

対応できなか

業の目的達成

また、支援

) 支援事業

中間支援組織

分担により、

 

) ＮＰＯ等

要な知識や技

 

) ＮＰＯ等

に参画するこ

係を強化し、

) 「新しい

る。「新しい

創造力のある

連携・協働の

) 「新しい

み(マルチス

 

) 制度・領域

の取り組みの

) 事業の効

携して事業を

な連携に配慮

支援事業の

交付の目的

新しい公共支

支援基盤が継

ため、少額助

かった支援の

成のために必

援事業を通じ

業の推進に当

織・市民ファ

、これら既存

等の信頼性向

技術を提供す

等と地域の企

ことにより、

、地域貢献と

い公共」の拡

い公共」推進

るＮＰＯ等と

の強化を図る

い公共」の多

ステークホル

域横断的な対

の幅の拡大を

効果が他の都

を推進する場

慮する。 

の管理、

的 

支援事業交付

継続し、発展

助成や既存事

の核心を突く

必要不可欠で

じて、市民の実

たっては、民

ァンド等との

存の活動を生

向上のため、

するなど、Ｎ

企業や経済界

その取り組

と雇用や参加

拡大と定着の

進に向けた地

と地方自治体

る。 

多様な担い手

ルダー・プロ

対応で既存の

を図る。 

都道府県にも

場合など、支

運営 

付金は、支援

4

展することが

事業の補てん

く革新的・創

であり、確実

実体験を実現

民間等の豊富

の協調と連携

生かし、将来

全国共通の情

ＮＰＯ等の情

の連携を重視

組みの強化を

加の場の拡大

ためには、地

方自治体の取

体による新た

が協働して、

セス）の構築

の制度や規制

拡がる場合、

支援事業の実

事業に必要

が可能となる

ん・振替では

創造的な内容

実に効果が上

現したり、成功

富なノウハウ

携を図るもの

来の寄附、市

情報基盤への

情報開示を支

視する。地域

を促すととも

大を図る。

地方自治体の

取り組みの強

たなメカニズ

、自ら地域の

築と普及を図

制の制約の壁

、複数の都道

実施において

な経費を都道

る人材・仕組

はなく、従来

容が含まれる

上がる事業に

功事例の共有

ウを生かすた

とする。官と

市民参加を促

の掲載や会計

支援する。 

域の企業等が

に、ＮＰＯ等

の理解と意識

強化を促すと

ズムの創出が

の諸課題の解

図る。 

壁を乗り越え

道府県又は業

、都道府県域

道府県に対し

組み作りに重

来の事業では

る事業や、支

に重点投資を

有などを進め

ため、可能な限

と民の適切な

促進する。 

計基準の導入

が新しい公共

等との継続的

識改革も必要

とともに、意

が起こるよう

解決に当たる

えて「新しい公

業務の受託者

域を越えた広

し、交付する

重点を

は十分

支援事

図る。 

める。 

限り、

な役割

 

入に必

共の場

的な関

要であ

意欲と

、その

る仕組

公共」

者が連

広域的

もの。 
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6-2-1

都

国か

れて

 

6-2-2

支

 

6-2-3

支

 

6-2-4

市

繰

 

6-2-5

支

げ

 

6-2-6

支

関す

価の

の業

支援

 

6-2-7

支

にお

納付

 

 6-3

6-3-1

都

支援事業基

 支援事業基1

都道府県は、

からの交付金

ている場合に

 支援事業基2

支援事業基金

 支援事業基3

支援事業基金

 寄附金の取4

市民や企業等

り入れないこ

 支援事業基5

支援事業基金

る事業）を行

 支援事業の6

支援事業の実

する事業の

の実施のため

業務が生ずる

援事業の精算

 支援事業基7

支援事業の終

おいて、支援

付する。 

支援事業の

 基本方針、1

都道府県は、

基金の管理

基金の造成方

、別途定める

金を受けて支

には、明確な

基金の運用方

金は、確実か

基金から生じ

金の運用によ

取扱い 

等からの寄附

こととする。

基金の取り崩

金（繰り入れ

行う場合を除

の終了 

実施期限は、

うち、運営委

めに必要な事

ることとなる

算手続きに関

基金の残額の

終了時（監査

援事業基金に

の基本方針

、事業計画の

、支援事業に

理・運営 

方法 

る「新しい公

支援事業基金

な区分経理を

方法 

かつ効率的に

じる果実の取

よって生じる

附金について

 

崩しの制限

れられた果実

除き、取り崩

平成 25 年

委員会に関す

事務及び監査

るため、平成

関しては、平

の取扱い 

査等による支

に残額がある

針、事業計画

の作成等 

に係る交付金

5

公共支援事業

金を造成する

を行う。 

に運用するも

取扱い 

る果実は、支

ては、他の基

実を含む。）

崩し、処分し

年 3 月 31 日と

する事務、成

査等について

成 25 年 9 月

平成 25 年 12

援事業基金へ

る場合には、

画 

金の申請に際

業交付金交付

る。都道府県に

ものとする。

支援事業基金

基金で対応す

は、支援事業

し、及び担保

とする。ただ

成果の取りま

ては、支援事業

30 日まで実

2月 31 日まで

への返還手続

別に定める

際し、支援事業

付要綱（仮称

に既に同趣旨

 

金に繰り入れ

ることとし、

業で実施する

保に供しては

だし、6-4 の

とめと公表に

業終了後にお

実施すること

で延長するこ

続きを含む精

手続きに従い

業に係る基本

称）」等に基づ

旨の基金が造

れる。 

、支援事業基

る事業（6-4

はならない。

の(7)の共通事

に必要な事務

おいて一定の

ができる。

ことができる

精算手続き終

い、これを国

本方針の案及

づき、

造成さ

基金に

に掲

 

事務に

務、評

の期間

また、

る。 

終了後）

国庫に

及び事



 

業計

 

6-3-2

8

の案

公表

 

6-3-3

都

額等

を得
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  支

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

 

 6-5

6-5-1

支

人、

Ｏ等

団体

数の

とな

  支

ア 

イ 

参

ウ 

エ 

計画書の案を

 運営委員会2

8-1-1 により

案と事業計画

表するものと

 事業計画の3

都道府県は、

等の変更に限

得る。また、

支援事業に

支援事業にお

) ＮＰＯ等

) 寄附募集

) 融資利用

) つなぎ融

) 新しい公

) 社会イノ

) 共通事務

支援事業の

 支援事業の1

支援事業によ

、社会福祉法

等」）であっ

体等とする。

の者が構成メ

なる。 

支援対象者は

「新しい公

4に掲げる

参画によって

資金、活動

情報開示が

を作成の上、

会における検

り都道府県に

画の案を運営

とする。 

の変更 

、前記の計画

限る。）には

、国に提出し

における実

おける実施事

等の活動基盤

集支援事業 

用の円滑化の

融資への利子

公共の場づく

ノベーション

務に関する事

の支援対象

の対象者（6

よる支援の対

法人、学校法

って、自発的

。民間企業、

メンバーとな

は、以下に掲

公共」の活動

る「新しい公

て活動を行っ

動面において

がなされてい

国に提出す

検討及び公表

に運営委員会

営委員会に諮

画を変更しよ

は、事業計画

し、その確認

実施事業 

事業は、以下

盤整備のため

のための支援

子補給事業 

りのための

ン推進のため

事業 

象者 

6-4 の(1)～(

対象の範囲は

法人、地縁組

的、主体的に

独立行政法

なり、連携、

掲げる要件に

動を適確に遂

公共」がめざ

っていること

て自立のため

いること、又

6

する。 

表等 

会が設置され

諮り、了承を

ようとする場

画変更書を作成

認を受けると

下のとおりと

の支援事業

事業  

モデル事業

のモデル事業

(4)の事業）

は、特定非営

組織、協同組

「新しい公共

法人、個人は

協働して形

に適合するこ

遂行する意欲

ざす社会の実

と。 

めの支援を必

は支援事業

れた後は、都

を得るととも

場合（計画の

成し、変更案

とともに、こ

とする。 

業 

 

営利活動法人

組合等の民間非

共」の趣旨に

は対象となら

形成する一の組

ことを基本と

欲や能力を有

現のために、

必要としてい

の取り組み期

道府県は、6

もに、国の確

うち、成果目

案を運営委員

これを公表す

人、ボランティ

非営利組織

に合致する活

ない。また、

組織・団体等

とする。 

有しているこ

、市民等が自

いること。 

期間中に情報

6-3-1 の基本

確認を得て決

目標、必要経

員会に諮り、

するものとす

ィア団体、公

（いわゆる

活動を行う組

、上記のうち

等についても

こと。 

自発的・主体

報開示がなさ

本方針

決定し、

経費の

了承

する。 

公益法

「ＮＰ

組織、

ち、複

も対象

体的な

される



 

予

オ 

い

カ 

 

6-5-2

ア 

イ 

   

 6-6

6-6-1

支

(1)

用

託

(4)

対

(5)

か

主

(6)

(7)

   

 

6-6-2

各

もの

予定であるこ

継続的に活

いこと。 

定款、規約

されているこ

と。 

 支援対象と2

6-5-1 に該

その活動が

宗教活動や

くは暴力団員

 

支援事業の

 実施主体及1

支援事業の実

) ＮＰＯ等

用の円滑化の

都道府県が

託して実施す

) つなぎ融

都道府県が

対象者に交付

) 新しい公

ＮＰＯ等、

ＰＯ等と都道

から都道府県

主体となるＮ

) 社会イノ

都道府県

) 共通事務

都道府県が

 事業実施に2

各都道府県に

のとするが、

こと。 

活動を行う団

約又はそれに

こと。又は、

とならない者

該当する場合

が著しく特定

や政治活動

員の統制の下

の実施につ

及び実施方法

実施主体及び

等の活動基盤

のための支援

が実施主体と

する。 

融資への利子

が実施主体と

付する。 

公共の場づく

、都道府県・

道府県・市区

県・市区町村

ＮＰＯ等へ助

ノベーション

・市区町村が

務に関する事

が実施主体と

に当たっての

においては、

、支援事業基

団体であり、

に相当する文

支援事業の

者 

合でも、以下

定の個人又は

（政策提言活

下にある団体

ついて 

法 

び実施方法は

盤整備のため

援事業 

となり、自ら

子補給事業 

となり、自ら

りのための

・市区町村（

区町村を含む

村又は協議体

助成して実施

ン推進のため

が実施主体と

事業 

となり、自ら

の留意事項

できる限り

基金の造成時

7

一度限りの

文書を有し、

取り組み期

下の者は、支

は団体の利益

活動は除く。）

体 

は以下のとお

の支援事業、

ら実施又は外

ら実施又は外

モデル事業

（ＮＰＯ等と

む協議体が実

体に交付し、

施する。 

のモデル事業

となり、自ら

ら実施又は外

り、前項の

時において、既

ボランティア

適正な事業

間中にこれら

支援対象者と

益を図るとみ

）を主たる

おりとする。

、(2) 寄附

外部（ＮＰＯ

外部へ委託し

地方自治体

実施主体とな

これらは自

業 

ら実施又は外

外部へ委託し

（6）を除く全

既に同種の事

ア活動等を行

計画書、予算

らが整備され

はしない。 

みられる組織

目的とする団

 

附募集支援事

等、中間支援

て、利子相当

は連携してい

る。交付金は

ら実施、外部

外部へ委託し

して実施する

全ての事業に

事業を都道府

行うもので 

算・決算書が

れる予定であ

織、団体 

団体、暴力団

事業、(3) 融

援組織など）

当額助成金を

いること）又

は、支援事業

部へ委託又は

して実施する

る。 

について実施

府県において

はな

が整備

あるこ

団もし

融資利

へ委

を支援

又はＮ

業基金

は実施

。 

施する

て実施



 

して

い
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支

（実
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第

支援

象部

がで
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  対

 ア 

費

イ 

ウ 

な

いて

 

6-6-5

都

報交

Ｎ

る連

ＰＯ

等

 

6-6-6

され

ャル

ている場合等

よう配慮する

 使途の制限3

支援事業は各

実質的にその

また、行政に

１号に掲げる

援事業基金か

部分が明確に

できる。 

 対象経費の4

対象経費の内

6-4 の各事

事業に必要

費、印刷製本

6-4 の(4)

利子相当額

6-4 の(5)

事業を実施

なお、上記に

ては対象外と

 広域的な連5

都道府県は、

交換を行うな

ＰＯ等もメン

連絡会議の開

Ｏ等の認証に

との適切な連

 都道府県の6

「新しい公共

れていること

ルビジネス等

等は、この限

るものとする

限 

各都道府県が

のように判断

による他の補

る給付金及び

からの支出対

に切り分けら

の範囲 

内訳は以下の

事業共通の経

要な、人件費

本費、通信運

の事業に係

額補助金 

及び(6)の事

施するために

においては、

とする。 

連携 

、効果的、効

など、広域的

ンバーに含め

開催、各運営

に関する会議

連携を行うこ

の内部組織間

共」の担い手

とから、都道

等のＮＰＯ担

限りではない

る。 

が行う新しい

断されるもの

補助金（負担

び同項第２号

対象とはなら

られる場合に

の通りとする

経費 

費、諸謝金

運搬費、会場

る追加的経費

事業に係る追

に必要かつ適

関係行政機

効率的に支援

的な連携を進

めるものとす

営委員会間で

議やソーシャ

こととする。

間の連携 

手となるＮＰ

道府県が支援

担当部局以外

8

い。また、特定

い取り組みを

のを含む。）

担金、利子補給

号の掲げる資

らない。ただ

には、当該非対

る。 

（委員、講師

場借料、募集

費 

追加的経費

適切な経費 

関の恒常的職

援事業を実施

進めることと

する。例えば

での情報交換

ャルビジネス

 

ＰＯ等につい

援事業を実施

外の複数の部

定の事業に事

を支出対象と

の振替につい

給金並びに補

資金を含む。）

だし、他の補助

対象部分につ

師）、旅費（職

集広告費、計

職員に係る人

施するため、都

とする。その

ば、地域ブロッ

換、地域ブロッ

ス、コミュニテ

いては、多様な

施するにあた

部局が関与す

事業額が極端

とし、既に実

いては支出対

補助金適正化

）の対象とな

助事業の補助

ついては支出

職員、委員、

計画策定費、

人件費等の経

都道府県域を

の際、積極的

ックにおける

ックごとに設

ティビジネス

な法人形態や

たっては、福祉

することが想

端に偏ること

実施している

対象としない

化法第２条第

なっている事

助対象部分と

出対象とする

講師等）、消

委託費 等

経常的な経費

を超えた幅広

的に中間支援

る支援事業に

設置されてい

スに関する協

や活動分野が

祉、教育、ソ

想定される。

とがな

る事業

い。 

第４項

事業は、

と非対

ること

消耗品

 

費につ

広い情

組織、

に関す

いるＮ

協議会

が想定

ソーシ

 



 

府県

こ

 

6-6-7

都

経過

した

(1)

(2)

(3)

な

る必

 

6-7 

都

る

ア 

者

イ 

このため、各

県内の関係部

ととする。 

 都道府県か7

都道府県は、

過時及び支援

た事業報告を

)  支援事業

・ 支援事業

の写しな

・ 運営委員

法等が分

・ その他 

)  支援事業

・ 支援事業

・ 事業の実

・ 運営委員

・ 設定した

・ その他 

)  平成 23 年

・ 支援事業

・ 事業の実

・ 運営委員

・ 設定した

・ 各事業に

・ その他 

なお、ＮＰＯ

必要はない。

成果目標の

都道府県は、

ものとする。

ＮＰＯ、中

者）、プログ

支援対象と

各都道府県に

部局との連携

から国への定

、支援事業基

援事業終了時

を行うものと

業基金造成時

業基金の名称

など）。 

員会の名称、

分かるもの。

業基金造成時

業基金の運用

実施状況 

員会の開催状

た目標の達成

年 4月 1日か

業基金の運用

実施状況 

員会の開催状

た目標の達成

に係る支援事

Ｏ等の個々の

。 

の設定 

、下記の評価

。成果目標は

中間支援組織

グラム・オフ

となるＮＰＯ

においては、

携と情報の一

定期報告時期

基金造成時、

時において、

とする。 

時 

称、造成額な

実施・開催

 

時、平成 23 年

用及び取り崩

状況 

成状況 

から 2 年経過

用及び取り崩

状況 

成状況 

事業基金終了

の支援対象者

価項目を参考

は、可能な限

織等のボラン

ィサー（助

Ｏ等の情報開

9

支援事業の

一元化を図り

期及び報告内

平成 23 年

それぞれ 2

など、支援事

催方法、構成

年 4月 1日か

崩しの状況

過時及び事業

崩しの状況

了後の方針

者については

考に、支援事業

限り数値を用

ンティア・コ

成活動の推進

開示の実施数

窓口となる部

り、各担当部局

内容 

4 月 1 日から

月以内に、国

事業基金の概

成メンバー（

から 6月、1

業終了時 

は、上記に合

業終了後にお

用いて設定す

ーディネー

進者）及びフ

数 

部局を定める

局間の役割分

ら 6月、1年

国に対して以

概要が分かる

（役職を含む

年、1年 6月

わせて毎回、

おける事業の

するものとす

ター（市民の

ファンドレイ

るとともに、

分担を明確化

年、1年 6月、

以下の内容を

るもの（基金

む）、情報開示

月経過時 

、定期報告を

の成果目標を

する。 

の社会参加の

イザー等の育

、都道

化する

、2 年

を記載

金条例

示の方 

を求め

を定め

の支援

育成数 



 

ウ 

エ 

オ 

人

カ 

キ 

ク 

ケ 

コ 

サ 

当

シ 

  な

す

 

 6-8

6-8-1

Ｎ

を適

これ

都

エ

と

 

6-8-2

待で

及び

異な

 

6-8-3

家等

派

間支

支援対象と

社会貢献活

人材登録バ

人材派遣数、

支援対象者

市民ファン

支援対象者

行政からの

多様な担い

しい公共の場

社会イノベ

当な指標 等

その他 

なお、都道府

ることとする

支援事業の

 中間支援組1

ＮＰＯ等を支

適切に遂行す

れらに支援事

都道府県内に

リア、地域の

とする。 

 プロポーザ2

中間支援組織

できる場合は

び(3)の事業

なる提案があ

 専門家等の3

中小企業診断

等の派遣に際

派遣される専

支援組織等に

となるＮＰＯ

活動・イベン

バンク・物的

、資源提供数

者が寄附を受

ンド等の設置

者の融資利用

の委託業務に

い手による協

場に参加した

ベーションの

等 

府県等は、国

る。 

の委託につ

組織等への委

支援する既存

することがで

事業の実施を

に、これらの

の実情を踏ま

ザル方式の発

織等からの提

は、基本的に

業内容につい

あった場合、

の派遣につい

断士、ファン

際しては、そ

専門家等の業

において、専

Ｏにおける会

ント等の件数

的資源登録バ

数 

受けた件数、

置件数、寄附

用件数、融資

に係る支払い

協働の仕組み

た組織数 

の推進により

国が別途定め

ついて 

委託 

存の組織・団

できる中間支

を積極的に委

の中間支援組

まえ、適切な

発注について

提案に基づい

にはプロポー

いて、複数の

可能な限り

いて 

ンドレイザー

その契約は日

業務管理を適

専門家等の登

10

会計基準（例

数、市民参加

バンクなどの

寄附額 

附額 

資利用額 

いにおける概

み（マルチス

り解決を図ろ

る成果目標

団体の経験と

支援組織、市

委託すること

組織等が複数

な分担の下、複

て 

いて委託内容

ーザル方式の

中間支援組織

り多様な中間

ー（寄附の推

日額単価を基

適切に実施す

登録、派遣さ

例えばＮＰＯ

加人数 

の組織の設置

概算払い（前

ステークホル

ろうとする地

の達成状況等

ノウハウを

市民ファンド

ととする。

数存在する場

複数の中間支

容（仕様）を作

の発注を検討

織等より、優

間支援組織等

推進役）、金融

基本とする単

する観点から

れる専門家等

法人会計基準

置状況、人材

前金払いを含

ルダー・プロセ

地域の課題の

等の把握のた

有効活用す

ド、専門家等

合には、その

支援組織等へ

作成する方が

討する。また

優良かつ独創

等への委託す

融・経理業務

単価契約の導

ら、当該派遣業

等の業務の管

準等）の導入

材・資源の登

含む）の普及

セス）等によ

の改善度を示

ための調査に

るため、支援

等が存在する

の活動分野や

への委託を行

が優れた成果

、6-4 の(1)

創性が認めら

することとす

務経験者等の

導入を検討す

業務を受託し

管理、経費の

入件数 

録数、

率 

よる新

示す適

に協力

援事業

場合、

や活動

行うこ

果を期

、(2)

られる

する。 

の専門

する。 

した中

の支出



 

及び

 

6-8-4

委

適正

こ

は、

あた

 

6-8-5

委

託事

利用

 

7  各

 7-1

7-1-1

（趣

Ｎ

るた

につ

ま

適切

お

資

ま

ト

新た

施す

られ

本

一例

び派遣された

 委託に係る4

委託契約の際

正な水準の単

ととする。ま

、その実施の

たっては、Ｎ

 事業成果に5

委託契約に当

事業費の支払

用者の数を委

各事業につ

ＮＰＯ等の

 趣旨及び内1

趣旨） 

ＮＰＯ等がそ

ためには、適

ついては必ず

また、ＮＰＯ

切に開示する

り、この結果

を受けられな

また、ＮＰＯ

ワークの構築

さらに、特定

たな事務を担

することによ

れている。 

このため、Ｎ

（具体的な事

本事業の具体

例を示すと以

た専門家等の

る適正な支払

際には、委託

単価を設定す

また、本基金

のプロセスと

ＮＰＯ等と行

に応じた委託

当たっては、

払いに反映で

委託費の支払

ついて 

の活動基盤

内容 

その活動を社

適切に情報発

ずしも十分な

Ｏ等が寄附を

ることが必要

果、金融機関

ない場合が多

Ｏ等の人材育

築等も求めら

定非営利活動

担うことから

より、特定非

ＮＰＯ等の事

事業内容の例

体的内容につ

以下のような

の実績・評価

払い等 

託先における

するとともに

金からの支出

と結果により

行政の協働に

託事業費の支

支援事業に

できるような

払い額に反映

盤整備のため

社会から認知

発信を行うこ

なものとなっ

を募ったり、

要であるが、

関等、寄附者

多い。 

育成、企業な

られている。

動促進法の改

ら、都道府県

非営利活動法

事業の各種活

例示） 

ついては、Ｎ

な活動が対象

11

価の公表を一

る当該委託業

に、合理的な計

出については

り、新しい公

に十分配慮す

支払い等につ

よる最終受益

な仕組み（例

映させるなど

めの支援事

知され、協働相

ことが必要で

っていない。

融資を受け

財務諸表の

者等の理解が

などの異業種

 

改正により平

等はＮＰＯ等

人の新認定制

動基盤を整備

ＮＰＯ等から

象となる。

一元的に行う

業務に係るコ

計算に基づく

は、概算払い

公共の理念を体

する。 

ついて 

益者である支

例えば、一定の

ど）の導入に

事業 

相手とのネッ

であるが、その

 

ようとする

の作成等につ

得られず、寄

種とのマッチ

平成 24 年 4月

等への個別指

制度について

備し、透明性

らの申請に基

 

こととする

コストが適切

く間接経費を

を基本とする

体現するもの

支援対象者の

の自己負担を

について検討

ットワークづ

のためのコン

際には、自ら

いての知識、

寄附が集めに

ング、活動拡

月から都道府

指導や講習会

て円滑に施行

性や健全性の

基づき実施す

る。 

切に賄われる

を適切に計上

る。また、本

のであり、契

の数や満足度

を支払う支援

討するものと

づくり等を強

ンテンツ等の

らの財務状況

、技術が不足

にくかったり

拡大のための

府県・指定都

会の開催など

行することが

の確保を促進

することとな

よう、

上する

本事業

契約に

度が委

援事業

する。 

強化す

の整備

況等を

足して

り、融

のネッ

都市が

どを実

が求め

する。 

るが、



 

ア 

各

の

イ 

ウ 

エ 

オ 

カ 

者

キ 

ク 

ケ 

コ 

なお

 

7-1-2

本

化が

 

 7-2

7-2-1

（趣

Ｎ

関

る場

ま

た。

に

が多

届け

見

（具

本

一例

ア 

専門家派遣

各種アドバイ

のためのコン

ＮＰＯ等の

講習会の開

ＮＰＯ等の

組織・人材

ＮＰＯ、中

者）、プログ

会計基準、

人的・物的

関係者の連

その他  

お、上記を進

 支援対象者2

本事業の実施

が見込まれる

寄附募集支

 趣旨と内容1

趣旨） 

ＮＰＯ等につ

しては、その

場合も多い。

また、従来の

。この反省を

されている寄

多く集まって

このような流

けるとともに

える関係づく

具体的な事業

本事業の具体

例を示すと以

専門家派遣

遣による個別

イザー等の専

ンテンツ等の

の税務、会計

開催（財務諸

の活動のマス

材等のデータ

中間支援組織

グラム・オフ

、特定非営利

的資源の調達

連携促進のた

進めるに当た

者の考え方 

施により、当

るＮＰＯ等と

支援事業 

容 

ついては、寄

のノウハウを

。 

の多くの寄附

を踏まえて、

寄附形態が注

ている。 

流れを踏まえ

に、寄附を受

くりを積極的

業内容の例示

体的内容につ

以下のような

遣による個別

別指導（公認

専門家を募集

の作成を支援

計を支援する

諸表、事業計

スコミ広報

タベースの整

織等のボラン

ィサー（助

利活動法人の

達及びそれら

ための交流・

たり、必要に応

当該ＮＰＯ等

とする。 

寄附金にその

を有している

附は、寄附者

近年、寄附

注目を集めて

え、寄附者の

受け取ったＮ

的に進めるこ

示） 

ついては、Ｎ

な活動が対象

別指導（ファ

12

認会計士、税

集、登録、派

援する。） 

る専門家の育

計画、情報発

整備と情報提

ンティア・コ

成活動の推進

の新認定制度

らの提供先と

・ネットワー

応じて専門家

等の活動基盤

の活動の源泉

るＮＰＯ等は

にとってそ

附をした市民

ており、その

の意向に沿っ

ＮＰＯ等は寄

ことが、今後

ＮＰＯ等から

象となる。

ァンドレイザ

税理士、金融

派遣等し、財務

育成 

発信のための

提供 

ーディネー

進者）の育成

度等の普及

との調整・マ

ーク形成 

家等を雇用す

盤が改善され

泉を依存する

はまだ少ない

の効果を実感

、企業等の意

ような寄附金

て特定の分

寄附者に適切

後の寄附文化

らの申請に基

ザー等の専門

融機関関係者

務諸表、事業

のコンテンツ

ター（市民の

成・確保 

マッチング機

することは有

、当該ＮＰＯ

場合も多いが

ため、その活

感しにくいと

意向により使

金募集を行う

野、団体又は

に情報を発信

化の醸成に向

基づき実施す

門家の募集、

者、プログラ

業計画、情報

ツ等の作成）

の社会参加の

機能の確保 

有効な手段と

Ｏ等の活動の

が、寄附金集

活動に限界が

という批判が

使途と効果が

うＮＰＯ等に

は事業に寄附

信し、両者の

向けて有効で

することとな

登録、派遣

マー、

報発信

 

の支援

なる。 

の活性

集めに

が生じ

があっ

が明確

に資金

附金を

の顔が

ある。 

るが、

等） 



 

イ 

ウ 

エ 

オ 

カ 

キ 

ク 

仮

ケ 

コ 

サ 

な

る。

 

7-2-2

寄

展

既に

を積

実績

 

7-2-3

本

等で

透明

り、

 

 7-3

7-3-1

（趣

Ｎ

ビス

新た

関等

現状

ＮＰＯ等の

寄附金募集

チャリティ

寄附金募集

寄附募集の

多様な寄附

新たな寄附

仮設物等への

寄附者に対

ＮＰＯ、中

その他 

なお、上記を

。 

 既存の民間2

寄附の流れを

させることが

に存在する場

積極的に検討

績等を有する

 支援対象者3

本事業の対象

で、この事業

明性の向上を

、継続的な支

融資利用の

 趣旨及び内1

趣旨) 

ＮＰＯ等は新

スを展開する

たな雇用を拡

しかしながら

等から調達す

状では、これ

の活動を応援

集についての

ィイベント等

集についての

の先進事例の

附手段の環境

附形態の企画

の記名による

対する寄附の

中間支援組織

を進めるに当

間の取り組み

を拡大させる

が重要であり

場合は、協調

討する。ただ

ることを要す

者の考え方 

象は、寄附募

業を実施する

を進めること

支援活動につ

の円滑化の

内容 

新しいサービ

る可能性を有

拡大させる可

ら、ＮＰＯ等

する際には、

れらの対応が

援する市民フ

のマスコミ広

等の開催 

の地元企業等

の収集とＮＰ

境整備（ネッ

画・提案（収

るメッセージ

の使途に関す

織等のファン

当たり、必要

みへの配慮

るためには、

り、民間にお

調と連携の観

だし、当該民間

する。 

募集等の民間

ることにより

とにより関係

つながること

のための支援

ビス市場を開

有する。また

可能性がある

等の活動資金

事業計画書

が十分にでき

13

ファンドの創

広報 

等への説明会

ＰＯ等に対す

ット寄附、ク

収益の一部を

ジ寄附等）

する成果報告

ンドレイザー

に応じて専

既存の民間

おいて寄附金

観点から当該民

間団体が業務

における資金

り、一時的な

係者（寄附者

とが見込まれ

援事業 

開拓し、国民

た、公共的な

る。 

金（施設の改

書や資金計画書

ないなど、融

創設 

会の開催 

する情報提供

クレジットカ

を寄附に充て

告等 

ーの育成 

門家等を雇用

間の取り組み

金の募集を行

民間団体に本

務を適確に遂

金調達を積極

寄附金の増加

者や受益者等

れるＮＰＯ等

の多様なニー

な財・サービ

改修費、事業

書など各種の

融資を受ける

供 

カード決裁等

てる商品開発

用することは

みを阻害せず

行う組織（市民

本事業の業務

遂行するに足

極的に進めよ

加のみではな

）との接点や

等とする。  

ーズにきめ細

ビスの提供主

の立ち上げ資

の資料の提出

るスキルが不

等） 

発、構造物・備

は有効な手段

、むしろ継承

民ファンド等

務を委託する

足りる能力、経

ようとするＮ

なく、情報開

や協力関係が

細かく応える

主体になるこ

資金等）を金

出が求められ

不足している

備品・

段とな

承・発

等）が

ること

経験、

ＮＰＯ

開示や

が深ま

るサー

とで、

金融機

れるが、

ため、



 

資金

（具

ア 

イ 

専

な

る。

 

7-3-2

本

活性

 

 7-4

7-4-1

（趣

イ

ら受

精算

（つ

利息

発生

に、

て当

う。

（具

ア 

か

 

7-4-2

本

 

7-4-3

本

等

金調達を断念

このため、Ｎ

具体的な事業

講習会の開

ＮＰＯ等か

専門家による

なお、上記を

。 

 支援対象者2

本事業の対象

性化が図られ

つなぎ融資

 趣旨及び内1

趣旨） 

イベントの運

受託するＮＰ

算払いされる

つなぎ融資）

息についてＮ

生した利子負

このため、概

、委託契約費

当面の間、行

。 

具体的な事業

行政からの

かかる利子相

 委託者の範2

本事業の対象

 支援対象者3

本事業の対象

とする。 

念してしまう

ＮＰＯ等のス

業内容の例示

開催等により

から申請のあ

る個別指導等

を進めるに当

者の考え方 

象は、本事業

れると見込ま

資への利子

内容 

運営、施設の

ＰＯ等が増え

ることもあり

）により、当

ＮＰＯ等が負

負担によりＮ

概算払い（前

費用の支払い

行政からＮＰ

業内容） 

の委託業務に

相当額につい

範囲 

象となる委託

者の考え方 

象となるＮＰ

うことが多い

キルアップ

示） 

り、ＮＰＯ等

あった事業案

等を行う。

当たり、必要

業の実施によ

まれるＮＰＯ

子補給事業

の管理・運営

えている。当

り、この場合

当該業務の経

負担すること

ＮＰＯ等の財

前金払いを含

い方式につい

ＰＯ等に対す

に関して、金

いて、本事業

託業務の委託

ＰＯ等は、7-

14

い。 

により、金融

等の融資申請

案件について

に応じて専

より金融機関

Ｏ等とする。

営・整備、各

該業務に係

合には、ＮＰ

経費に充てる

とは、ＮＰＯ等

財政を厳しい

含む）による委

て精算払い

する委託業務

金融機関等の

業により利子

託者は、国、

-4-2 に規定

融機関等によ

請に係るスキ

て、金融機関

門家等を雇用

関等からの融

 

各種の調査・相

る経費につい

Ｏ等は地域の

こととなる

等と行政との

いものにして

委託費の支払

から概算払い

務について、つ

のつなぎ融資

子補給を行う

都道府県、

される委託者

よる融資の円

キルアップ等

関係者、中小

用することは

資の円滑化が

相談・支援等

いては行政か

の金融機関等

。このような

の協働業務を

ている。 

払いの普及を

いへ移行する

つなぎ融資へ

を利用する場

。 

市区町村と

者から業務を

円滑化を推進

等を行う。 

小企業診断士

は有効な手段

が図られ、活

等について行

から事業終了

等からの借り

な、借入れに

を妨げるとと

を促進すると

ることを前提

への利子補給

場合、当該融

する。 

を受託したＮ

する。 

士等の

段とな

活動の

行政か

了後に

り入れ

に係る

ともに、

ととも

提とし

給を行

融資に

ＮＰＯ



 

7-4-4

利

払い

まか

 

7-4-5

支

子

 

7-4-6

7

用組

 

7-4-7

本

 

7-4-8

Ｎ

に利

こ

 

7-4-9

利

い

 

 7-5

7-5-1

（趣

地

Ｎ

とが

な

方

ま

体制

参加

 利子補給の4

利子補給の対

いが精算払い

かなっている

 利子補給率5

支援事業基金

となるように

 対象となる6

7-4-4 に掲げ

組合、労働金

 利子補給期7

本事業による

 完済前に支8

ＮＰＯ等から

利子相当額を

ととする。 

 概算払いへ9

利子補給を行

を含む）への

新しい公共

 趣旨及び内1

趣旨） 

地域における

ＰＯ等による

が必要である

るが、一方、

自治体とＮＰ

また、本事業

制を構築し、

加者による推

の対象となる

対象となる融

いとなる場合

る場合とする

率 

金からの利子

に利子相当額

る金融機関等

げる金融機関

金庫、ＮＰＯ

期間 

る利子補給は

支援事業基金

ら金融機関等

を支払い、Ｎ

への移行促進

行う際、都道

の移行促進に

共の場づく

内容 

る諸課題の解

る「新しい公

る。「新しい

地方自治体

ＰＯ等の協働

業は、多様な

、問題解決を

推進組織など

る融資の範囲

融資は、ＮＰ

合に、その業

る。 

子補給は、Ｎ

額を補給する

等 

関等は、日本

Ｏバンク等と

は、平成 25

金の終期が来

等への完済前

ＰＯ等は支

進 

道府県は、委

に向けた普及

りのための

解決に向けて

公共」の活動

い公共」の推

体の理解と連

働のモデル作

な担い手（マ

を図っていく

どの協働の場

15

囲 

ＰＯ等が行政

務に必要な経

ＰＯ等に係

るものとする

本政策金融公

とする。 

年 3 月 31 日

来る場合の利

前に支援事業

援事業基金

委託者である

及・啓発を行

のモデル事

て、行政だけ

動により、良好

推進に当たっ

連携も必要不

作りを進めて

マルチステー

プロセスを

場が設置され

政からの業務

経費を金融機

る金融機関等

る。ただし、

公庫、都市銀行

日までに発生

利子補給につ

業基金の終期

の終期前に利

市区町村等

行う。 

事業 

では対応が不

好で効率的な

ては、ＮＰＯ

不可欠である

ていく。 

ークホルダー

をモデル的に

れ、事業終了

を受託してお

機関等からの

等からの借り

上限は２％

行、地方銀行

生する利子を

ついて 

期が来る場合

利子相当額の

に対して、概

不十分なケー

なサービスを

Ｏ等の自立的

ことから、本

）からなる

実施するもの

了後において

おり、委託費

の借入金によ

り入れ利率が

％とする。 

行、信用金庫

を対象とする

合、予め金融機

の補給を申請

概算払い（前

ースが増えて

を提供してい

的な活動が基

本事業により

「新しい公共

のであり、多

ても「新しい

費の支

よって

が無利

庫、信

。 

機関等

請する

前金払

ており、

いくこ

基本と

り、地

共」の

多様な

公共」



 

に

取

（具

行

的な

 

7-5-2

ア 

村

能

a

b

c

 

イ 

へ

て

会

よる取り組み

さらに、上記

り組みには十

具体的な事業

行政が独占し

な取り組みに

 事業スキー2

「新しい公

村が連名で、

して応募する

なお、ＮＰ

能とする。 

（震災対応案

a. ＮＰＯ等

て岩手県、

議体によら

この場合

する。また

進する会議

なお、Ｎ

b. 岩手県、

は、都道府

として応募

により応募

この場合

の円滑化を

3県以外

3県がその

c. 各都道府

応募内容に

事業の選定

への対応の諸

て特に緊急を

会に対して事

みの継続・発

記の趣旨を踏

十分配慮する

業内容） 

してきた「公

について、Ｎ

ーム 

公共」の担い

、又は、ＮＰ

る。 

ＰＯ等は、事

案件の応募に

等は、東日本

、宮城県また

らないで応募

合、ＮＰＯ等

た、7-5-3 の

議等に行政が

ＮＰＯ等は、

、宮城県及び

府県・市区町

募するか、ま

募する。 

合、岩手県、

を図るため、

外から岩手県

の事情に応じ

府県は、ＮＰ

についての指

定は運営委員

諸課題解決に

を要するなど

事後報告する

発展の環境作

踏まえつつ、

ることとする

公（おおやけ

ＮＰＯ等と地

い手など地域

ＰＯ等と都道

事務所を置く都

について）

本大震災に関

たは福島県に

募することが

等は、応募内

のウのマルチ

が参画するこ

可能な限り

び福島県以外

町村との連名

または、事業

宮城県及び

3県に対し

県、宮城県又は

じて適切に対

Ｏ等に対し

指導・助言等

員会が行い、

に向けた取り

どやむをえな

るなどの対応

16

作りが行われ

東日本大震災

る。 

け）」を市民、

地方自治体と

域からの提案

道府県・市区町

都道府県以外

関する諸課題

に応募すると

ができる。

容等につい

チステークホ

こととする。

り複数で連携

に事務所を置

名若しくは都

実施県に事務

び福島県以外

して必要な協

は福島県への

対応すること

て県域を越

等）を行うこ

都道府県に

り組み（震災

ない場合は、

応を行うこと

れることとな

災からの復興

、企業、ＮＰ

との協働によ

案をもとに、

町村を構成員

外の都道府県

題解決の取り

ときは、都道府

ての行政から

ルダー・プロ

 

携して応募す

置くＮＰＯ等

都道府県・市区

務所を置く地

外の都道府県

協力を行うこ

の応募につい

とする。 

えた応募のた

こととする。

において決定

災対応案件）

都道府県の

とができる。

なる。 

興等に関する

ＰＯ等に開く

よる事業とし

ＮＰＯ等と都

員に含む協議

県の事業に応

組み（震災対

府県・市区町

らの推薦状を

ロセスにより

することが望

等が上記 3県

区町村を構成

地元のＮＰＯ

は、上記 3県

ととする。 

いては、上記

ための支援（

 

定する。ただし

については、

判断で事業採

 

る諸課題の解

くため、その

して実施する

都道府県・市

議体が実施主

応募すること

対応案件）に

町村との連名

を提出するこ

りモデル事業

望ましい。 

県に応募する

成員に含む協

Ｏ等と連携す

県における審

記を基本とし

（必要な情報

し、東日本大

、被災県等に

採択し、運営

解決の

の先進

。 

市区町

主体と

とも可

につい

名や協

ことと

業を推

る際に

協議体

する等

審査等

つつ、

提供、

大震災

におい

営委員



 

ウ 

県

名

エ 

た

オ 

の

カ 

運

け

キ 

地

 

7-5-3

ア 

で

イ 

連

合

ウ 

企

参

ル

て

進

応

エ 

選定された

県・市区町村

名や協議体に

る。 

実施に際し

たり、実施主

事業内容が

の運営委員会

特に震災対

運営に当た

け配慮するこ

復興プラン

地域住民、被

を設けるなど

 採択要件 3

地域の諸課

であること。

新しい公共

連携して、又

る事業である

合には、当該

ＮＰＯ等と

企業を可能な

参画を目標と

ロセスによる

る取り組みを

なお、事業

ルダー・プロ

（また、政府

て、多様な担

り組みを展開

なお、震災

進する会議等

応することが

応募した事

た事業の予算

村を構成員に

によらずに震

しては、都道

主体の一員で

が複数の都道

会が相互に連

対応案件につ

り、ＮＰＯ等

こととする。

ンの策定、ま

被災者などの

ど、関係者間

課題の解決に

。 

共の担い手な

又は、ＮＰＯ

ること。なお

該ＮＰＯ等が

と都道府県

な限り含む多

とする）が協

る会議体（モ

を進めるもの

業成果が一時

ロセスにより

府が参加する

担い手が協働

開する場合も

災対応案件で

等の構成メン

ができる。 

事業案件の目

算は支援事業

に含む協議体

震災対応案件

道府県・市区

であるＮＰＯ

道府県にまた

連携して対応

ついては、Ｎ

等の活動を過

 

まちづくり等

の当事者が参

間で十分な検

に向けた先進

など地域から

Ｏ等と都道府

お、ＮＰＯ等

が実施主体と

・市区町村は

多様な担い手

協働して自ら

モデル事業を

のであること

時的なものと

りモデル事業

る「社会的責

働して問題解

も対象となり

では、マルチ

ンバー数は、

目的・計画に

17

業基金から都

体に交付する

件について応

区町村又は協

Ｏ等に委託又

たがる広域連

応する。 

ＮＰＯ等と都

過度に制約せ

等を実施する

参画し、議論

検討を行った

進的な取り組

らの提言をも

府県・市区町村

が 7-5-2 の

となることが

は、地域の諸

手（その構成

ら地域の諸課

を推進する会

と。 

とならないよ

業を推進する

責任に関する

解決に当たる

りうる。） 

チステークホ

おおむね５

沿って参加

都道府県・市区

る。ＮＰＯ等

応募した場合

協議体は自ら実

又は助成する

連携の案件に

都道府県・市

せず、その特性

る際には、行

論に貢献し、合

た上で、取り

組みであり、他

もとに、ＮＰ

村を構成員に

アの a に係る

ができるもの

諸課題を解決

メンバーはお

課題に当たる

会議等）を立

うに、本事業

る会議等を活

円卓会議」

マルチステ

ルダー・プロ

団体以上に

・活動する関

区町村又はＮ

が都道府県

合には、当該Ｎ

実施するほか

る。 

については、関

区町村の連携

性が生かされ

行政、ＮＰＯ

合意形成を行

組むことに

他の地域のモ

Ｏ等と都道府

に含む協議体

る要件を満た

のとする。 

決するため、

おおむね 5団

マルチステー

立ち上げ、「新

業終了後もマ

活用し取り組

の提案を受け

ークホルダー

ロセスによる

とらわれずに

関係ＮＰＯ等

ＮＰＯ等と都

・市区町村と

ＮＰＯ等に交

か、外部に委

関係する都道

携、又は協議

れるよう、と

Ｏ、ボランテ

行う「熟議」

に留意する。

モデルになる

府県・市区町

体が実施主体

たして応募す

ＮＰＯ等、

団体以上の幅

ークホルダー

新しい公共」

マルチステー

組みを継続さ

けて、地域に

ー・プロセス

るモデル事業

に、より柔軟

等の活動基盤

都道府

との連

交付す

委託し

道府県

議体の

とりわ

ィア、

の場

 

るもの

町村が

体とな

する場

行政、

幅広い

ー・プ

によ

ークホ

せる。

におい

スの取

業を推

軟に対

盤整備、



 

寄

に

人

 

7-5-4

(1)

(2)

一

は、

1/2

～

な

が大

震

震災

得ず

がで

 

7-5-5

本

り、

す

の制

ま

 

7-5-6

本

施設

旨に

終了

事業

合は

寄附募集、融

に対する支援

（例えば、モ

人材育成、事

どの施策を含

 本事業の予4

) 一般枠 

採択要件ア

) ＮＰＯ等

採択要件ア

一般枠及びＮ

、6-4 の(1)

2 を超える場

(5)及び(7)の

なお、一般枠

大きいことが

震災対応案件

災に対応する

ず必要となる

できる。ただ

 事業額の制5

本事業の 1事

、これによる

る。特に、岩

制限を柔軟に

また、内容が

 本事業で施6

本事業は施設

設等の整備や

に合致し、か

了後の扱いが

業案件の予算

は、内閣府と

融資利用など

援を主な目的

モデル事業に

事業化・立ち

含むものなど

予算枠 

ア、イ、ウを

等支援重点化

ア、イ、ウ、

ＮＰＯ等支援

～(5)及び(

場合には、内

の事業の合計

枠とＮＰＯ等

が望ましい。

件については

るため、緊急

る場合には、

だし、この場合

制限 

事業ごとの上

ることがふさ

岩手県、宮城

に変更するこ

が異なれば、

施設等の整備

設等の整備を

や設備備品の

かつ、当該施

が明らかかつ

算額）の概ね

と個別協議を

どの人材、情

的の一つに含

に関係するＮ

ち上げ支援、

どが想定され

を満たすもの

化枠 

エを満たす

援重点化枠を

7)の事業の合

内閣府と個別

計額の概ね 1

等支援重点化

 

は、特例とし

急に行うべき

都道府県配

合については

上限額は原則

さわしくない

城県及び福島

こととする。

同一のＮＰ

備及び設備備

を目的とする

の購入に交付

施設等の整備

つ確実な場合

ね 1/2 以内と

を行うものと

18

情報、資金、

含むもの。

ＮＰＯ等が自

、市民ファン

れる。） 

の。 

すもの。 

を含めた本事

合計額の概ね

別協議を行う

1/3 以内とす

化枠の構成比

して上記の予

き案件につい

配分額を超え

は、内閣府にそ

則 1,000 万円

い場合は、こ

島県の震災対

 

ＰＯ等が複数

備品の購入等

るものではな

付金を充てる

備又は設備備

合に限るもの

とする。なお

とする。 

仕組み面の取

立的、主体的

ンド等の設置

事業の都道府

ね 1/2 以内と

ものとする。

する。 

比率について

予算枠の制限

いて、予算枠の

えない範囲で

その必要性を

円とする。た

の限りでな

応案件につい

数の事業に応

等を行う場合

なく、ソフト面

る場合は、当該

備品の購入が真

のとし、上限

お、特別な理

取り組みの強

的活動を継続

置、成功事例

府県における

とする。特別

。一般枠の上

は、可能な範

限は適用しな

の上限を超え

、予算枠の上

を事後報告す

だし、都道府

い。下限額は

いては、各県

応募できるも

合について 

面の施策を重

該交付金の使

真に必要不可

は原則として

由があり、こ

強化等、ＮＰ

続していくた

例の普及・啓

る実施総額の

別な理由があ

上限は、6-4

範囲で後者の

ない。したが

えた費用がや

上限を超える

するものとす

府県等の状況

は概ね 100 万

県の判断で事

ものとする。

重視すること

使途が本事業

可欠であり、

て予算額（個

これによらな

ＰＯ等

ため、

啓発な

の上限

あり、

の(1)

の割合

って、

やむを

ること

する。 

況によ

万円と

事業額

 

とから、

業の趣

、事業

個々の

ない場



 

ま

す

と

率は

な

支援

 

7-5-7

本

は、

ＰＯ

 

 7-6

7-6-1

（趣

地域

地域

ら、

本

約

図

げ

（具

地域

を乗

進す

 

7-6-2

ア 

す

イ 

ウ 

エ 

能

また、行政等

るものとし、

とする。その

は、当該制度

なお、支援事

援事業の交付

 本事業の実7

本事業の経費

、個別の事業

Ｏ等に委託し

社会イノベ

 趣旨及び内1

趣旨） 

「新しい公共

域の社会的な

域のソーシャ

、既存の制度

本事業は、制

を乗り越えて

る「社会イノ

るものである

具体的な事業

「新しい公共

域の社会的な

乗り越えて、

する事業を試

 事業スキー2

「社会イノ

する。 

事業の選定

選定された

実施に際し

能とする。 

等による他の

、当該制度で

の場合、当該

度の補助率

事業終了後に

付の目的に沿

実施の際の留

費が都道府県

業計画に沿っ

し、助成する

ベーション

内容 

共」宣言にう

な課題に対

ャル・キャピ

度の枠組みだ

制度・領域横

て新しい公共

ノベーション

る。 

業内容） 

共」宣言にう

な課題に対

、地域のソー

試行する。 

ーム 

ノベーション

定は運営委員

た事業の予算

しては、ウの

の補助金等の

で実施するこ

該施設等の整備

（助成率、交

において、未

沿って取り扱

留意点 

県・市区町村

って責任範囲

るなど、協働

ン推進のため

うたわれてい

して、地域住

ピタルを高め

だけでは十分

横断的な対応

共の力を発揮

ン」を推進す

うたわれてい

して、制度

ーシャル・キ

ン」の推進に

員会が行い、

算は都道府県

の交付先が自

19

の制度が存在

ことが困難な

備又は設備備

交付割合など

未償却の残余

扱うものとす

村に対して交

囲をＮＰＯ等

働の上で実施

めのモデル

いる「支え合

住民が主体的

める活動を展

分な活動がで

応でこのよう

揮できるよう

する事業を試

いる「支え合

・領域横断的

キャピタルを

につながる事

都道府県に

県・市区町村

自ら実施する

在する場合に

な場合に、本事

備品の購入に

ど）以内とす

余財産が生じ

する。 

交付される場

等と分担した

施するものと

ル事業 

合いと活気の

的に参画した

展開していく

できない場合

うな壁を突破

うにすること

試行し、新し

合いと活気の

的な対応によ

を醸成する

事業について

において決定

村に交付する

ほか、外部に

は、当該制度

事業により交

にかかる事業

する。 

じる場合には

合には、事業

うえで、事業

とする。 

ある社会の実

たり、ＮＰＯ

く上で、地域

合が存在する

破し、既存の

とで、地域の

しい公共の取

ある社会」の

より既存の制

「社会イノベ

、都道府県

定する。 

る。 

に委託して実

度で優先的に

交付金を充て

業額に対する

は、事業終了

業実施に当た

業の一部を当

実現」に向け

Ｏ等を組織し

域の特性や事

る。 

の制度や規制

の諸課題の解

取り組みの幅

の実現に向け

制度や規制の

ベーション」

・市区町村が

実施すること

に実施

てるこ

る補助

後も、

たって

当該Ｎ

けて、

して、

事情か

制の制

解決を

幅を拡

けて、

の制約

を推

が応募

とも可



 

 

7-6-3

ア 

に

イ 

そ

に

ウ 

あ

促

エ 

た

整

 

7-6-4

本

 

7-6-5

7

 

7-6-6

本

は、

との

の幅

 

 7-7

7-7-1

（趣

支

（具

ア 

イ 

ウ 

エ 

 採択要件 3

環境、教育

に、地域住民

けて取り組む

既存の制度

その制約を乗

につながる内

事業の展開

あること、特

促進に結びつ

既存の制度

た学識経験者

整備し、事業

 事業額の制4

本事業の 1事

 本事業で施5

7-5-6 の規定

 本事業の実6

本事業につい

、地域の社会

の協働によ

幅を拡げるこ

共通事務に

 趣旨及び内1

趣旨） 

支援事業を適

具体的な事業

8の運営委

9の連絡調

10 の情報

11 の成果

育・文化、医

民や地域組織

むものである

度の枠組みだ

乗り越えて制

内容を含み、

開により、地

特に、地域の

つける要素を

度や規制の制

者や関係者等

業の実施前後

制限 

事業ごとの上

施設等の整備

定を準用する

実施の際の留

いては、都道

会的な課題の

り実施する

ことに寄与す

に関する事

内容 

適切かつ円滑

業内容） 

委員会に関す

調整会議への

開示のための

のとりまと

医療・福祉、

織が主体的に

ること。 

だけでは十分

制度・領域横

他の地域の

地域社会の様

の社会的な課

を持つもので

制約を乗り越

等の参画を求

後に評価を行

上限額は 5,0

備及び設備備

る。 

留意点 

道府県・市区

の解決に向け

とともに、将

する視点から

事業 

滑に実施する

する事務 

の参画のため

の基盤整備に

めと公表に必

20

、子育て支援

に参画したり

分な活動を展

横断的な活動

のモデルにな

様々な構成員

課題の解決を

であること。

越えて事業を

求め、事業の

行い、運営委

000 万円とす

備品の購入等

区町村に対し

けた地域住民

将来的な制度

ら取り組むこ

るため、各都道

めに必要な事

に必要な事務

必要な事務

援、まちづく

り、ＮＰＯ等

展開して効果

動を展開し、

なるものであ

員が「居場所

を地域におけ

 

を実施するこ

の安全性や効

委員会に報告

する。 

等を行う場合

して交付され

民の主体的な

度改正を通じ

ことが求めら

道府県におけ

事務 

務 

くり等の地域

等を組織して

果を発揮する

制度や規制

あること。 

所と出番」を

ける雇用の創

ことから、事

効果について

告すること。

合について 

れるが、事業

な参画やＮＰ

じて、新しい

られる。 

ける共通的な

域の社会的な

て、その解決

ることができ

制の改革の見

を得られるも

創出や社会参

事業の内容に

て評価する体

 

業実施に当た

ＰＯ等の市民

い公共の取り

な事務を実施

な課題

決に向

きず、

見直し

もので

参加の

に応じ

体制を

たって

民団体

り組み

施する。 



 

オ 

カ 

キ 

調

 

8  運

 8-1

8-1-1

運

 

8-1-2

運

 

8-1-3

運

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

 

8-1-4

都

運営

る国

 

 8-2

8-2-1

運

観点

点か

12 の評価

13 の監査

その他、Ｎ

調査、連絡調

運営委員会

運営委員会

 設置 1

運営委員会は

 部会の設置2

運営委員会に

 運営委員会3

運営委員会は

) 支援事業

) 都道府県

) ＮＰＯ等

) モデル事

) 各事業の

) 支援事業

) 支援事業

) 事業等の

) その他 

 運営委員会4

都道府県は、

営委員会の決

国への報告内

運営委員 

 運営委員の1

運営委員の構

点から、また

から、以下を

の実施のた

等の実施に必

ＮＰＯ等に関

調整等の事務

会 

会の設置、

は、都道府県

置 

には必要に応

会の役割 

は、以下の役

業に関する基

県が委託する

等の支援対象

事業（6-4 の

の進捗状況の

業の効果を高

業に関する国

の選定基準の

会の尊重 

、8-1-2 に係

決定等に反す

内容に含める

の構成 

構成は、事業

た、支援事業

を基本としつ

めに必要な事

必要な事務

関する実態把

務 

役割等 

県に設置する

応じて部会を

役割を担う。

基本方針、事

事業におけ

象者及び支援

(5)及び(6)の

の把握と評価

高めるための

国への要請及

の検討 

係る運営委員

する判断がな

るものとする

業選定の公平

業への広い理

つつ、各都道
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事務 

握など支援事

る。 

を設置できる

 

事業計画、成果

る団体・組織

対象者が実施

の事業）の選

 

検討及び指導

び国からの要

員会の決定等

なされる場合

る。 

平性を確保し

理解を得て、

道府県で決定

事業を適切か

るものとする

果目標の検討

織からの提案

施する事業の

選定 

導・助言等

要請等への対

等を最大限に

合は、その理

し、地域の多様

「新しい公共

定することと

かつ円滑に行

る。 

討 

案の選定 

の選定 

対応 

に尊重するも

理由を明示し

様な関係者の

共」の考え方

とする。 

行うために必

ものとする。

、6-6-7 で規

の意見を踏ま

方の普及を図

必要な

なお、

規定す

まえる

図る観



 

ま

 

8-2-2

ア 

貢

イ 

の

性

公

ウ 

 

8-2-3

運

 

8-2-4

部

運営

 

 8-3

8-3-1

運

る。

よ

 

8-3-2

・ 学識経験

・ 中間支援

・ ＮＰＯ等

・ 企業、経

・ 金融機関

・ 公認会計

・ 市町村等

また、以下の

・ マスコ

・ 一般市民

・ その他、

 選定等に当2

選定等に当

貢献できる者

中間支援組

のとする。ま

性がある場合

公募について

選定等にお

こととする。

 運営委員の3

運営委員の任

 部会の構成4

部会の設置に

営委員会に準

運営 

 開催、決定1

運営委員会の

。なお、運営

う、適切な時

 審査、選考2

験者 

援組織 

等 

経済団体 

関等 

計士などの会

等の行政 

の各関係者の

ミ、雑誌等編

民 

、必要に応じ

当たっての留

当たっては、

者から選定す

組織、ＮＰＯ

また、当該都

合等には、他

ても検討する

おいては、8-

。 

の任期、委員

任期、運営委

成等 

に際しては、

準じるものと

定 

の開催、決議

営委員会の開

時期に実施す

考等 

会計の専門家

の参加につい

編集者、著作

じて 

留意事項 

高い識見を

するものとす

Ｏ等から運営

都道府県内か

他の都道府県

る。 

-2-1 に掲げ

員長等の選定

委員会の長等

当該部会の

とする。 

議方法等の運

開催頻度につ

するよう留意

22

家 

いても、可能

作者等 

を有し、公平

する。 

営委員を選定

から選定した

県から選定す

る特定の分野

定 

等の選定方法

の特性を考慮

運営方法につ

ついては、Ｎ

意するものと

能な限り含め

平・中立的な立

定する際は、実

場合に中立

することが望

野の委員数が

法については

慮しつつ、そ

ついては、都道

ＰＯ等の活動

とする。 

めるものとす

立場から運営

実績のある者

、適正な審議

望ましい。選

が委員全体の

は、都道府県

その構成や選

道府県で適宜

動の推進を妨

する。 

営委員会の審

者から選定す

議が行えない

選定にあたっ

の半数を超え

県で適宜定め

選定に当たっ

宜定めるもの

妨げることの

審議に

するも

い可能

ては、

えない

る。 

ては、

のとす

のない



 

運

等の

参考

(1)

用

(4)

(5)

モ

 

8-3-3

Ｎ

査

こ

準

 

8-3-4

運

う

ては

ンタ

運営委員会で

の支援対象者

考に審査し、

) ＮＰＯ等

用の円滑化の

・ 支援事業

・ 目的、内

・ 事業に継

) つなぎ融

・ 支援事業

・ 委託者

) 新しい公

モデル事業 

・ 支援事業

・ 目的、計

・ ＮＰＯ等

・ 事業によ

・ 事業に継

・ 事業に新

・ 事業に普

・ 多様な参

い公共の

・ 制度・領

イノベー

 審査の簡略3

ＮＰＯ等の支

を行うことが

とができる。

を示し、その

 透明性等の4

運営委員会に

こととする。

は、原則とし

ターネットに

で、事業計画

者やモデル事

、案件の選考

等の活動基盤

のための支援

業の趣旨に合

内容等が妥当

継続性、発展

融資への利子

業の趣旨に合

（行政からの

公共の場づく

業の趣旨に合

計画が妥当で

等と地方自治

より大きな成

継続性・発展

新規性・先進

普及性はある

参加者（マル

の場づくりの

領域横断的で

ーション推進

略化 

支援対象者の

が現実的では

。（例えば、

の結果につい

の確保 

における審議

。（個別のＮ

して発言者名

による運営委

画の検討、都

事業（6-4 の

考を行う。

盤整備のため

援事業 

合致するか

当であるか

展性はあるか

子補給事業 

合致するか

の委託業務で

りのための

合致するか

であるか 

治体の連携で

成果を期待で

展性はあるか

進性はあるか

るか 

ルチステーク

のためのモデ

であり、将来

進のためのモ

の審査につい

はないものは

事業の委託

いて事後報告

議は、透明性

ＰＯ等の評価

名を明示した

委員会の動画

23

都道府県の委

の(5)及び(6)

の支援事業、

か 

であるか）

モデル事業、

であるか 

できるか（仕

か 

か 

クホルダー）

デル事業）

来的な制度改

モデル事業）

いては、例え

は、運営委員

を受けた組織

告する等。）

性、公平性を

価に関する議

た議事録を公

画中継等につ

委託等を受け

の事業）の選

、(2) 寄附

、(6) 社会イ

仕組みや社会

が関与する仕

改正につなが

 

えば、講習会等

員会の判断に

織・団体が、

確保する観

議事等は例外

公表するとと

ついても積極

る団体・組織

選定に当たり

附募集支援事

イノベーショ

会を大きく変

仕組みとなっ

ることを期待

等への参加の

おいて、審査

、運営委員会

点から、原則

外として除く

もに、一般市

極的に取り組

織の選定、Ｎ

り、以下の視

事業、(3) 融

ョン推進のた

変えるか） 

っているか

待できるか

のように厳格

査の簡略化を

会に対して選

則として公開

く。）公開に当

市民の傍聴や

組む。また、部

ＮＰＯ

視点を

融資利

ための

（新し

（社会

格な審

を行う

選定基

開で行

当たっ

や、イ

部会の



 

運営

 

8-3-5

運

は除

 

8-3-6

運

とす

 

9 連

連

す

報交

（参

主

メ

会

 

10  

都

ま

進会

標準

 

10-1

都

府県

ト

営に当たって

 留意事項 5

運営委員が申

除かれること

 報告 6

運営委員会は

する。 

連絡調整会

連絡調整会議

るもので、都

交換や検討を

参考：連絡調

主  催：内

メンバー：内

会議内容： 

(1) 支援事

(2) ＮＰＯ

進に関する

(3) 各種情

(4) その他

情報開示

都道府県は、

えたＮＰＯ等

会議では、Ｎ

準開示フォー

 団体情報1

都道府県は、

県から事業を

を用いた団体

ても、運営委

申請案件と利

ととする。 

は、その議事

会議への参

議は、支援事

都道府県は連

を行い、都道

調整会議の概

内閣府 

内閣府、各都

事業の進捗状

Ｏ等の支援に

る事項、ＮＰ

情報交換（先

他 

示のための

、「新しい公

等の情報基盤

ＮＰＯ等の情

ーマットが取

報の開示の義

、支援対象者

を委託された

体情報を開示

委員会に準じ

利害関係にあ

事内容及び決

参画 

事業に関して

連絡調整会議

道府県内のＮ

概要） 

都道府県、そ

状況の把握、

に関する共通

ＰＯ等への融

先進事例等）

の基盤整備

公共」推進会

盤の整備の推

情報開示を促

取りまとめら

義務付け 

者、モデル事

た団体・組織

示するよう義
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じ、透明性等

ある場合には

決定事項につ

国と都道府県

議に参画し、支

ＮＰＯ等の支

その他 

課題の整理

事項の検討

融資の円滑化

 

備について

議（以下、

推進のため、

進していく

られる予定。

事業（6-4 の

織に対し、採

義務付けるこ

等の確保に努

は、当該委員

ついて、速やか

県等の連絡調

支援事業の円

支援活動の強

（寄附募集の

化方策、情報

て 

「推進会議」

以下のこと

ための情報基

 

(5)及び(6)の

採択後 3ヶ月

こととする。な

努めるものと

は、当該申請

かに都道府県

調整等のため

円滑な推進に

強化に資する

のノウハウ、

報開示のため

と言う。）で

を行うもの

基盤のあり方

の事業）の実

以内に、標準

なお、開示の

する。 

請案件の審査

県に報告する

めに内閣府が

に必要な各種

る。 

概算払い導

めの基盤整備

での検討結果

とする。なお

方に関し検討

実施主体及び

準開示フォー

の手段につい

査から

るもの

が設置

種の情

導入促

等） 

果を踏

お、推

討され、

び都道

ーマッ

ては、



 

当該

く、

 

10-2

都

等

他の

ーマ

 

10-3

都

的に

 

10-4

都

会計

 

11  

11-1

都

(6)

会等

す

 

11-2

都

と

 

12  

12-1

支

(1)

該ＮＰＯ等の

、全国共通の

 団体情報2

都道府県は、

を行うＮＰＯ

の助成団体に

マットによる

 財務報告3

都道府県は、

に理解しやす

 開示状況4

都道府県は、

計基準の導入

 

成果のと

 成果のと1

都道府県から

)の事業）の

等への参加者

るものとする

 都道府県2

都道府県は、

してとりまと

評価の実

 評価の対1

支援事業の実

) 都道府県

（6-4 の(5)

（講習会等へ

のウェブサイ

のデータベー

報の開示の普

、10-1 に該

Ｏ等に対し、

に対し、標準

るＮＰＯ等の

告の普及推進

、支援事業で

すい財務報告

況の確認 

、支援対象者

入状況につい

とりまとめ

りまとめ 

ら事業を委託

の実施主体は

者などの支援

る。都道府県

県の成果報告

、上記に加え

とめ、運営委

実施につい

対象 

実施による施

県、都道府県

、(6)の事業

への参加など

イトや都道府

ースへの掲載

普及推進 

該当するＮＰ

標準開示フ

準開示フォー

の情報開示を

進 

で採択したＮ

告の普及を推

者に対して、

いて確認する

めと公表

託された団体

は、事業終了

援対象者につ

県はこれらを

告 

え、事業計画

委員会及び国

いて 

施策効果につ

県から事業を

業）の実施主体

どの支援対象

25

府県のＮＰＯ

載も義務付け

Ｏ等のみな

フォーマット

ーマットの活

を推進するよ

ＮＰＯ法人に

推進すること

11-1 の成果

る。 

体・組織、支

後、速やか

ついては、簡

を運営委員会

画及び成果目

国にその結果

ついて検証す

委託された

体は、支援事

象者について

Ｏポータルサ

けること。

らず、都道府

での情報開

活用を推奨し

よう努力する

に対し、会計基

と。 

果の取りまと

支援対象者及

に、事業に係

簡略化が可能

会に報告する

標の達成状況

果を報告する

するため、以

団体・組織、

事業の実施結

ては、簡略化

サイトのみな

府県の他の事

示を求めた

たりするな

ること。 

基準の導入推

とめと合わせ

及びモデル事

係る成果をと

。）、都道府県

るとともに、

況等を含め、

るとともに、

以下の評価を

、支援対象者

結果について

化が可能。） 

ならず、利便性

事業において

り、都道府県

ど、標準開示

推奨を含め、

せて、情報開

事業（6-4 の

とりまとめ

県に報告書を

公表する。

、支援事業の

公表する。

を実施する。

者及びモデル

て自己評価を

性が高

て助成

県内の

示フォ

、一般

開示や

(5)、

（講習

を提出

 

の成果

 

 

ル事業

行う。



 

(2)

員

12-2

1

告す

 

13  

支

で監

とす

 

13-1

都

 

13-2

都

該業

 

13-3

都

の場

事業

 

14  

東

は、

ま

運用

こ

 

) 上記(1)の

員会が第三者

なお、第三

(6)の事業）

ことができる

 

 評価結果2

12-1 の第三

する。 

監査等に

支援事業の適

監査等を実施

する。 

 都道府県1

都道府県は、

 委託先に2

都道府県は、

業務委託契約

 支援対象3

都道府県は、

場づくりのた

業実施主体に

東日本大

東日本大震災

、十分な配慮

また、特に被

用について柔

ととする。 

の自己評価結

者評価を行う

三者評価に当

の実施主体

る。 

果の取扱い 

三者評価の結

について 

適切な実施を

施する。なお

県の監査 

、6-4 の各事

に対する検査

、6-4 の各事

約に基づき、

象者等に係る

、6-4 の(4)の

ためのモデル

に対し、検査

大震災への

災への対応の

慮を行うこと

被災県等にお

柔軟な対応を

結果及び 11-

う。 

当たっては、必

体や都道府県

結果は、公表

を確保する観

お、監査等の

事業について

査等 

事業について

検査等を実

る検査等 

のつなぎ融資

ル事業及び(

査等を実施す

の対応につ

の緊急性、重

ととする。

おいて震災対

を図るものと

26

-2 に基づき

必要に応じて

等から意見

するものとす

観点から、以

の結果につい

て外部監査の

て業務委託を

実施する。

資への利子補

6)の社会イ

する。 

ついて 

重大性に鑑み

対応等により

とする。具体

とりまとめら

て支援対象者

の聴取を行い

する。また、

以下について

ては、運営委

の実施等、適

行った場合

補給事業の支

ノベーション

み、新しい公共

事務に支障

体の対応につ

られた成果に

者及びモデル

い、内容の修

、第三者評価

、客観性・透

委員会及び国

切に監査を実

は、当該委託

支援対象者、

ン推進のため

共支援事業の

が生じる場合

いては、内閣

について、運

ル事業（6-4 の

修正等を行わ

価結果は、国

透明性のある

国に報告する

実施する。 

託先について

(5)の新しい

めのモデル事

の実施にあた

合は、支援事

閣府と協議を

運営委

の(5)、

わせる

国に報

る方法

るもの

て、当

い公共

事業の

たって

事業の

を行う
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15 ガイドラインの改正について 

本ガイドラインは、社会経済情勢の変化が生じた場合、必要に応じ、改正することとす

る。 

 


